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Ａ.研究背景および目的 

日本は地震、火山活動が活発な環太平洋変動

帯に位置し、地震の発生回数や活火山の分布数

の割合は極めて高いものとなっている。また、

地理的、地形的、気象的な諸条件から、台風、

豪雨、豪雪等の自然災害が発生しやすい国土で

ある 1)。発生の切迫性が指摘されている大規模

地震には、南海トラフ地震、日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震、首都直下地震、中部圏・近

畿圏直下地震がある。中でも、関東から九州の

広い範囲で強い揺れと高い津波が発生するとさ

れる南海トラフ地震と、首都中枢機能への影響

が懸念される首都直下地震は、今後30年以内に

発生する確率が 70％と高い数字で予想されて

いる 2)。本研究チームでは、有事の際を想定し、

臨時遺体安置管理に関する文献調査を行う事で

遺体安置施設の室内環境基準策定の基礎情報を

収集する事を目的とした。 

 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、倫理指針には該当しない。 

Ｂ.研究方法 

文献レビューはweb of scienceおよび一般的な

WEB検索を下記のキーワードで実施した。 

検索キーワード：Temporary morgue, Temporary 

mortuary, Dead body management. 

 

Ｃ.研究結果 

 検索の結果、安置所の環境に関する文献は下

記の通りであった。 

Web of science：24件（その内、関連性が認め

られるものは33,4,5)件） 

WEB 検索：臨時遺体安置管理の遺体の扱いに関

するガイドラインが主であった。WHO が示して

い る 「 Management of dead bodies after 

disasters6)」を基にオーストラリア、インド、

ニュージーランド（検死）、日本などが災害後の

遺体管理、一時対応者の為の現場マニュアルと

して、ガイドラインの作成を行っていた。遺体

の保管方法の中で、室内環境に関連する記載は、

冷蔵とドライアイスのみであった。 

冷蔵：摂氏2－4度での冷蔵 

ドライアイス（摂氏零下78.5度で凍った二酸化

炭素）：短期の遺体保管に適する場合がある。  

・ 外気温にもよるが、１遺体１日あたり約 10 

キロのドライアイスを要する。  

研究要旨 

 日本は、諸外国と比較しても地震・台風・大雨土砂・津波・火山噴火などの自然災害が発生

しやすい国土と言われている。本研究チームでは大規模災害時の臨時遺体安置管理に関する文献

調査を行い、遺体安置施設の室内環境基準策定の基礎情報を収集する事を目的とした。 

レビューの結果、臨時遺体安置では遺体の扱いに関するガイドラインが主であり、遺体の保管

方法の中で室内環境に関連する記載は、冷蔵とドライアイスのみであった。安置所においての人

への健康リスクは主にドライアイスによるCO2濃度上昇が注意事項として示唆された。 
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Ｄ.考察 

 レビューの結果、臨時遺体安置管理では遺体

の扱いに関するガイドラインが主であり、人へ

の健康影響を文脈とした室内環境に関する文献

は限られていた。 

一方、ドライアイスから二酸化炭素を吸い込

んで死亡したとされる事件が過去５年間に４件

あったことが報告されている。消費者庁による

と、2018年に青森県の住宅で1件、2020年に沖

縄県の住宅で1件、2021年に宮城県の葬儀施設

で1件、宮崎県の葬儀施設で1件発生している
7)。ウォークイン冷凍庫内のドライアイスによ

る窒息 8)。ドライアイスによる二酸化炭素死亡

事故 9)。二酸化炭素中毒：救急部門で忘れられ

がちな中毒原因に関する文献レビューではドラ

イアイスを扱うとき、または狭い空間で作業す

るときは注意が必要であることが示唆されてい

る 10)。これらの、文献より安置所においての人

への健康リスクは主にドライアイスによる CO2

濃度上昇が注意事項としてあげられる。加えて、

遺体の管理という視点で温度管理が求められる

事が示された。 

大規模災害時の遺体安置は、体育館などの大

型の施設が転用されるケースが想定される。現

状では夏場での温度管理や、換気能力が十分で

ない可能性がある。近年、熱中症対策などで、

学校の屋内体育施設への空調設置支援事業補助

金などがみられる。常時と非常時の活用検討は

直近の課題である。また、有事の際に電源確保

が困難なケースにおいては自然換気に頼らざる

を得ない。その際の主にCO2濃度上昇を検知す

るアラート機能を有し、かつ独立電源を有した

センサ導入が求められる。 

 

Ｅ.結論 

今回、得られたデータは遺体安置室の環境基準

策定の有効な基礎情報であり、今後は実際の安

置室での環境測定を行い、安全なガイドライン

の作成を目指していく必要がある。衛生基準の

確立に向けた重要な一助をもたらすものと期待

される。今後は、適切な環境設定値の整理と、

実装に向けた上述のセンサの開発を行う。 
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